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成果目標進捗状況について（2023年度）＜総括＞
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評価指標進捗状況自己評価（所管する委員会による自己評価）
「S」：評価の段階で最終目標を既に達成している。
「A」：当該年度の目標を達成している。
「B」：当該年度の目標を達成していないが、現状を継続すれば最終目標を達成見込。
「C」：当該年度の目標を達成しておらず、最終目標の達成に向けて改善が必要。

（注）2023年度については当該年度の目標を設定していなかったため、
2022年度実績（基準値）を目標値と読み替え評価を行っている。

32の成果目標のうち

✓2つの成果目標（「S」）については、既に最終目標を達成済。

✓2023年度は、前年度実績を目標値と読み替え評価したため、約6割の成果目標（「A」）で2023年度の目標を達成済。

✓一方、6つの成果目標（「C」）については、最終目標の達成に向け、改善が必要との評価。

S

A

B

C



©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.1

総合型クラブは、地域住民にとってのスポーツ実施の場にとど
まらず、スポーツを通じた地域課題の解決によって、地域住民
から求められる役割を果たしていくことが期待されています。
そこでJSPOは、総合型クラブの登録・認証制度を広く普及する
ことにより、総合型クラブと地方公共団体等との連携を支援し、
地域住民が地域住民の手によって地域課題を解決する社会を実
現します。

地域スポーツ
クラブ育成委
員会

A
総合型クラブ
登録・認証制
度登録クラブ
数

1,045クラブ 1,015クラブ 2,700クラブ

特記事項

評価指標については、総合型クラブ実態調査の分析結果等を踏まえた上で、目標値の再設定または全国の育成クラブにおける登録クラブ割合等への変更を検討す
る。

No.2

総合型クラブは、運動部活動との連携や、子供たちの地域にお
けるスポーツ活動の場として大いに期待されています。そこで
JSPOは、運動部活動との連携を目指す総合型クラブを支援する
ことにより、子供たちにとって最適なスポーツ環境の構築を目
指します。

地域スポーツ
クラブ育成委
員会

C

学校運動部活
動連携タイプ
認証（仮称）
の準備状況

モデル事業実
施（検証含

む）
－

認証制度の
活用団体の拡

大

特記事項

なし

評価指標進捗状況自己評価
「S」：評価の段階で最終目標を既に達成している。
「A」：当該年度の目標を達成している。
「B」：当該年度の目標を達成していないが、現状を継続すれば最終目標を達成見込。
「C」：当該年度の目標を達成しておらず、最終目標の達成に向けて改善が必要。

（注）2023年度については当該年度の目標を設定していなかったため、2022年度実績（基準値）を目標値と読み替え評価を行っている。

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.3

中学校の運動部活動の地域連携においては、優れた資質能力を
備えたスポーツ指導者をいかに確保するかが重要課題となって
おり、所定のカリキュラムを修了し、プレーヤーズセンタード
の考え方を身に着けた公認スポーツ指導者のさらなる養成が求
められています。そこで、JSPOは、各自治体等が独自で開催す
る講習等において公認資格を取得できる仕組みの本格的な展開
やスポーツ指導者に積極的な教員の資格取得の促進等により、
公認スポーツ指導者を増やすことにより、中学生年代のスポー
ツ活動を支援します。

指導者育成委
員会 A

公認スポーツ
指導者認定者
数

254,525人 219,625人 300,000人

特記事項

なし

No.4

地域スポーツの在り方が変化する中、地域住民それぞれが望む
ライフステージに応じた多様なスポーツ活動を享受するために
は、優れた資質能力を備えたスポーツ指導者が支援することが
不可欠であり、より多くの監督・コーチ等がスポーツ指導に関
する資格を取得することが求められています。そこで、JSPOは、
中央競技団体等と協力し、2030年度までに日常的な指導の場で
の義務付けを達成するため、まずは監督・コーチ等が中央競技
団体や都道府県競技団体が主催する大会に出場する際の条件に
公認資格の保有を義務付けることにより、スポーツ指導者の資
格取得を促進し、地域住民の多様なスポーツライフの実現に貢
献します。

指導者育成委
員会 C

大会での義務
付け状況

中央競技団
体：11団体

都道府県競技
団体：2団体

－

都道府県競技
団体主催大会
で義務付け

（2026年度）

特記事項

なし

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください



©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.5

幼少期からスポーツに親しむことにより、子供に笑顔をもたら
すこと、ひいては心身ともに元気な子供を育むことが何よりも
大切です。そこでJSPOは、子供が楽しく、積極的に遊ぶことを
通して、生涯を通してスポーツの基礎を培う「アクティブ
チャイルド プログラム（JSPO-ACP）」に関する研究や事業に
取り組み、その理念やノウハウを広く普及します。

スポーツ医・
科学委員会 A

保護者や教員、
スポーツ指導
者等に対する
普及・啓発活
動を継続的に
実施

3,570人 －
累計10,000人

以上

特記事項

2024年度以降は、研修会参加者のプログラム理解度や意識変化に関する調査を実施し、その数値を評価指標とすることを検討する。

No.6

生涯にわたってスポーツを継続し、心身ともに健康で幸福な生
活を営むことが出来る資質や能力「フィジカルリテラシー」を
国民に普及することにより、一人ひとりのライフスタイルに
「スポーツ」が組み込まれ、スポーツ実施率の向上や健康寿命
の延伸に貢献することが期待されています。そこで、JSPOは、
「フィジカルリテラシー」に関する研究や事業に取り組み、そ
の概念を広く普及します。

スポーツ医・
科学委員会 A

「フィジカル
リテラシー」
の概念を加盟
団体関係者や
スポーツ指導
者に普及

3,465人 －
累計5,000人以

上

特記事項

2024年度以降は、それまでに積み上げた研究実績を広く周知することを検討する。

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください

成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.7

我が国では在留外国人の数が急速に増加し、国内における多国
籍化が進んでいる一方、日本語教育を受ける機会や日本の文
化・習慣・社会制度に関する知識を習得する機会の不足や、地
域社会からの孤立などの課題があります。そこでJSPOは、在留
外国人と日本人や地域コミュニティとのスポーツを通じた新た
な交流事業を創出することにより、在留外国人と日本人や地域
コミュニティとのつながりを豊かなものとし、多様性と包摂性
のある共生社会の実現を目指します。

国際交流委員
会 B 参加者数 168人 －

累計1,000人以
上

特記事項

2024年度のイベント実施後の効果検証を踏まえ、2025年度以降に、測定可能な評価指標の再設定の検討を行う。

No.8

アジア地区では、指導者等の人材確保、政府やスポーツ組織に
よる支援、学校体育における学習カリキュラム、健康増進、子
供の体力の増進、学校におけるスポーツ実施などに課題があり
ます。そこでJSPOは、アジア地区との連携・協力事例を新たに
創出することにより、アジア地区の人々がライフステージに応
じて多様なスポーツ活動を実施できる基盤づくりに貢献します。
 

国際交流委員
会 A

事業の準備状
況

新たな連携・
協力事例創出
に向けて取組

中

－
新たな連携・
協力事例を創

出

特記事項

先行して連携を進めてきたタイでの取組を継続するとともに、マレーシアにおいても、例えばACPの知見を活用した講習やイベント実施等の目標設定や、年度ごと
の段階的な取組内容の検討を来年度以降進める。
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.9

現代における複雑で多様な社会問題は、スポーツをとりまく環
境にも影響を与えています。そこでJSPOは、誰もが安全・安心
にスポーツをすることが出来る環境をつくるため、気候変動対
策、多様な性のあり方、暴力や虐待、差別等の防止、アンチ・
ドーピングに関する研究や事業に取り組み、その成果を広く普
及します。

スポーツ医・
科学委員会 S

各種研修会・
講習会の参加
者数

36,293人 －
累計25,000人

以上

特記事項

2024年度以降は、研修会・講習会参加者のプログラム理解度や意識変化に関する調査を実施し、その数値を評価指標とすることを検討する。

No.10

女性のスポーツ実施率や観戦率、スポーツボランティア実施率
は、男性と比較して未だ低い現状にあります。そこでJSPOは、
女性スポーツに関する研修会を充実することにより、女性のス
ポーツに関する活動環境の改善を目指します。

女性スポーツ
委員会 C

研修会ほかイ
ベント等への
参加者数

360人 －
累計3,800人

以上

特記事項

2024年度以降は、取組内容に則した評価指標の設定も含め、成果目標を再検討する。

No.11

女性の活躍を推進する機運が高まる一方、スポーツ団体におけ
る女性役員の割合は依然低い数値にとどまっています。そこで
JSPOは、女性役員の育成・登用に向けた課題や好事例などに関
する情報発信・共有の場を新たに設けることにより、女性役員
登用数を増加し、誰もが自分らしくスポーツを楽しめる社会の
形成に寄与します。

女性スポーツ
委員会 A

研修会ほかイ
ベント等の実
施回数

1回 －

女性役員の育
成・登用に向
けた情報発
信・共有の場
を、2023年か
ら2027年の間
で新たに延べ5

回設ける

特記事項

2024年度以降は、取組内容に即した評価指標の設定も含め、成果目標を再検討する。

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください



©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.12

スポーツ推進の重要な担い手の一つであるスポーツ少年団には
適切な組織運営が求められます。そこでJSPOは、全国の単位ス
ポーツ少年団へ「スポーツ団体ガバナンスコード（一般スポー
ツ団体向け）」の内容を効果的に周知し、遵守状況の公表を支
援することにより、次代を担う子供たちに安心・安全なスポー
ツ環境を提供します。

日本スポーツ
少年団 A

全国の単位ス
ポーツ少年団
における「ス
ポーツ団体ガ
バナンスコー
ド（一般ス
ポーツ団体向
け）」の遵守
状況の自己説
明・公表率

－ － 100％

特記事項

なし

No.13

地域住民に安心して総合型クラブの活動へ参加いただくため、
総合型クラブが透明性のある組織運営を通じて、地域住民や行
政、学校等から信頼を得ることが求められます。そこでJSPOは、
総合型クラブが法人格を取得することを支援し、信頼感と安心
感のある総合型クラブ育成を促進します。

地域スポーツ
クラブ育成委
員会

A

総合型クラブ
登録・認証制
度登録クラブ
のうち、法人
格を取得して
いるクラブの
割合

52.8％ 52.0％ 70％

特記事項

なし

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.14

JSPOは、公認スポーツ指導者に対して、反倫理的行為の排除と
常に自らも学び続けることを求めており、個々の指導者の資質
能力やニーズに応じたきめ細やかな研修の機会を提供すること
が重要となります。そこでJSPOは、資格更新時にインテグリ
ティ研修の受講を義務化するとともに、研修ポイント制を全資
格・競技に導入することにより、公認スポーツ指導者による反
倫理的行為の根絶を目指すとともに、公認スポーツ指導者の学
びを支援します。

指導者育成委
員会 A

新制度（イン
テグリティ研
修の受講義務、
研修ポイント
制）の準備状
況

アセスメント
ツールの指導
者管理システ
ムへの実装

－ 義務化・導入

特記事項

なし

No.15

アスリートの健康を守り、クリーンでフェアなスポーツ環境を
つくるため、すべての国民体育（スポーツ）大会出場選手およ
び帯同サポートスタッフに対し、アンチ・ドーピング教育の機
会を設けます。

アンチ・ドー
ピング委員会 S

国体（国ス
ポ）出場選手
および帯同サ
ポートスタッ
フのアンチ・
ドーピング教
育受講率

100％ － 100％

特記事項

2024年度以降は、アンチ・ドーピング教育の受講頻度と理解度を測る調査を実施し、その数値を到達目標とすることを検討する。

No.16

スポーツを楽しむ人々の健康を守り、クリーンでフェアなス
ポーツ環境をつくるため、公認スポーツ指導者、スポーツ少年
団、地域スポーツクラブ等に対し、アンチ・ドーピングに対す
る正しい知識を身につけてもらうための情報提供を実施します。

アンチ・ドー
ピング委員会 A

情報提供対象
者数

856,760人 －
累計3,100,000

人以上

特記事項

2024年度以降は、成果目標について、「情報提供を実施する」だけでなく、「情報提供を行い、正しい知識（理解、認識）を身に着けてもらう」こととする。こ
れに伴い、到達目標経年データについて、情報提供を受けた者の理解度を測る調査を実施し、その数値を到達目標とすることを検討する。

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.17

JSPO相談窓口は、プレーヤー（子
供）が不適切な行為を受けた時や
見かけた時の相談先としての役割
を果たしています。そこでJSPOは、
この相談窓口を必要としている多
くの人に利用してもらうため、
JSPO相談窓口の認知度を高めてい
きます。

倫理・コ
ンプライ
アンス委
員会

B

相談窓口の認知度【JSPO関係者】
※JSPO公認スポーツ指導者、スポーツ少年団
登録者

67％ 65％ 85％

相談窓口の認知度【JSPO関係者以外】
※全国の20～69歳の男女：3,000人

8% 11％ 20％

特記事項

JSPO関係者以外の認知度については、2024年度の実績を踏まえ、最終目標値を再検討する。

No.18

JSPOは、安全・安心なスポーツ環
境の実現を目指しており、そのた
めにはスポーツに携わる全ての人
が「いかなる理由でも、指導者・
コーチによる不適切な行為（例：
暴力、暴言、ハラスメント）は
あってはならない」という考えを
持つことが重要です。そこでJSPO
は、不適切行為の予防・啓発のた
めの情報発信等を通じて、この考
え方を持つスポーツに携わる人々
を増やします。

倫理・コ
ンプライ
アンス委
員会

B

全国に居住するモニターを対象とした調査に
おいて、「いかなる理由でも、指導者・コー
チによる不適切な行為（例：暴力、暴言、ハ
ラスメント）はあってはならない」と回答す
る割合【JSPO関係者】※公認スポーツ指導者、
スポーツ少年団登録者

70％ 73％ 85％

全国に居住するモニターを対象とした調査に
おいて、「いかなる理由でも、指導者・コー
チによる不適切な行為（例：暴力、暴言、ハ
ラスメント）はあってはならない」と回答す
る割合【JSPO関係者以外】※全国の20～69歳
の男女：3,000人

55％ 57％ 80％

特記事項

JSPO関係者以外の認知度については、2024年度の実績を踏まえ、最終目標値を再検討する。

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください

成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.19

JSPOは、様々な競技のトップアスリートが一堂に会する国民体
育(スポーツ)大会の熱戦を、全国にお届けしたいと考えていま
す。そこでJSPOは、オリンピックなど国際競技大会で活躍する
ようなアスリートの国体（国スポ）への参加をさらに促進する
とともに、インターネット動画配信サイト「JSPO国体(国スポ)
チャンネル」を更に充実させることにより、スポーツを見る楽
しさ、応援する楽しさを全国へ届けます。

国民スポーツ
大会委員会 A

国体（国ス
ポ）チャンネ
ル累計PV数

本大会472万PV
冬季46万PV

本大会166万PV
冬季54万PV

本大会200万PV
冬季60万PV

オリンピック
など国際競技
大会で活躍す
るようなトッ
プアスリート
参加率

2.7％ 4.0％ 8％以上

特記事項

なし

No.20

国民体育（スポーツ）大会は、トップアスリートが集う競技会
を開催することはもとより、一般の方も参加できる競技のイベ
ント事業も開催することにより、地域住民が新たなスポーツの
楽しさに出会う機会を創出することとしています。そこでJSPO
は、各競技会のイベント事業を一層充実することにより、国民
体育（スポーツ）大会の魅力をより一層高めます 
   

国民スポーツ
大会委員会 A

イベント事業
を実施する競
技団体の割合

47.5％ 37.5％ 70％以上

特記事項

なし
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.21

近年、国民体育(スポーツ)大会冬季大会は、開催できる施設を
有する都道府県が少ないため、開催地の決定に難航する傾向に
あり、今後、冬季大会の安定的な開催が危ぶまれる状況にあり
ます。そこでJSPOは、冬季大会開催地を固定開催化も含めた
ローテーション化等を検討することにより、冬季大会の持続的
な開催を実現します。

国民スポーツ
大会委員会 C

開催地ロー
テーション化
の準備状況

NFと協議
開催可能県と

協議
－

ローテーショ
ン化の確立

特記事項

なし

No.22

日本スポーツマスターズに参加する生涯現役アスリートは、年
齢を重ねても生きがいを持ち心身ともに健康であるとともに、
身近なロールモデルとして「生涯アクティブライフの推進」に
貢献し得る存在です。そこでJSPOは、これからもマスターズへ
の参加者数を一層増加することにより、マスターズが持つ社会
的な影響力を増大し、人生100年時代を見据えた社会課題の達
成に寄与します。

日本スポーツ
マスターズ委
員会

B
日本スポーツ
マスターズ平
均参加者数

7,542人
2022年度まで
の5大会平均は

7,473人

5年間で平均
8,000人以上

特記事項

2024年度以降は取組内容に則した評価指標の設定も含め、成果目標を再検討する。

No.23

日本スポーツマスターズは、「生涯現役アスリートが日本一を
かけて競う総合スポーツ大会」というマスターズ固有の価値を
大切にしています。そこでJSPOは、参加者数の増加による量的
拡大を目指すとともに、「競技志向の高い大会」と認識する参
加者の割合を更に向上することにより、マスターズの中核的価
値を高めます。

日本スポーツ
マスターズ委
員会

C
「競技志向が
高い」と回答
する参加者の
割合

約93％
2019年度まで
の3大会の平均

は約93％
95％以上

特記事項

2024年度以降は取組内容に則した評価指標の設定も含め、成果目標を再検討する。

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください

成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.24

「JAPAN GAMES」へと進化する日本スポーツマスターズは、ス
ポーツの推進はもとより、地域の活性化も重要な視点と考えま
す。そこでJSPOは、日本スポーツマスターズがスポーツ以外の
イベントでも開催地が盛り上がる大会となるため、食や観光を
はじめとした、地域活性に資する開催地独自の事例を創出しま
す。

日本スポーツ
マスターズ委
員会

A 事例数 1件／年
2022年度以前
の5年間のうち
2大会で実施

累計5件

特記事項

2024年度以降は取組内容に則した評価指標の設定も含め、成果目標を再検討する。

No.25

現代社会は、SDGｓに掲げられる地球規模の課題に直面してい
ます。そこでJSPOは、次世代を担う若者一人ひとりが当事者意
識を持ち、課題解決に取り組むため、国際スポーツ交流事業内
で多様性や気候変動に関する教育プログラムを実施します。

国際交流委員
会 A 参加者数 692人 ー

累計4,000人以
上

特記事項

参加者のプログラム理解度や具体的な取組（行動変容）等に関するアンケートを実施するとともに、その数値を評価指標とすることを検討する。

No.26

全国スポーツ少年大会、国民体育（スポーツ）大会、日本ス
ポーツマスターズの3つの主催する大会で構成する「JAPAN 
GAMES」（2024年度から開始）では、スポーツのオモシロさを
追及するとともに、スポーツイベントや大会の新たな在り方の
創造、進化を目指しています。そこでJSPOは、全国スポーツ少
年大会を多様性・継続性・地域性を意識した新たな形態で実施
することにより、次代を担う子供たちに、スポーツとの多様な
かかわり方・楽しみ方を提供します。さらに、プログラムを通
じて社会課題等にも触れることにより、スポーツによる人づく
り、地域づくりを促進します。

日本スポーツ
少年団 A

新たな形態に
よる全国ス
ポーツ少年大
会の準備状況

基本計画の策
定に向けた検

討
ー

新たな形態に
よる全国ス

ポーツ少年大
会の実施

（2025年度）

特記事項

なし
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.27

子供たちにとって望ましいスポーツ環境を維持し続けるため、
中央競技団体、都道府県体育・スポーツ協会、総合型クラブ等
のスポーツ団体やスポーツ産業の事業者との連携が不可欠です。
そこでJSPOは、スポーツ少年団とスポーツ団体等のジュニア・
ユース部門との連絡体制を構築・発展させ、組織化に向けて検
討を開始するとともに、スポーツ少年団の理念・各綱領を進化
させた「ジュニア・ユーススポーツ憲章」を策定し、次代を担
う子供たちが適切にスポーツ活動を行う環境を促進します。

日本スポーツ
少年団 B

スポーツ少年
団と総合型ク
ラブの連携・
統合に向けた
準備状況

連携・統合体
制構築に向け
た方向性を事
務局にて整理

ー
会議体を設置
し協議を開始
（2025年度）

加盟競技団体
等のジュニ
ア・ユース部
門との連絡会
議の準備状況

全国交流大会
実施NFとの協

議
ー

2025年度まで
に開催

ジュニア・
ユーススポー
ツ憲章の策定
状況

事務局たたき
台の作成、原
案作成体制の

決定

ー
2025年度まで

に策定

特記事項

なし

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.28

国民体育（スポーツ）大会・日本スポーツマスターズの開催時
に発足したスポーツボランティア組織を一過性のものとせず、
都道府県・市区町村に定着させるため、先進的な好事例を発信
し、創出を促す必要があります。そこでJSPOは、スポーツボラ
ンティア組織のレガシー化を図る都道府県・市区町村に直接ア
プローチし、組織の定着化をサポートすることにより、地域の
スポーツ文化づくりに貢献します。  
 

総合企画委員
会 A

国民体育（ス
ポーツ）大
会・日本ス
ポーツマス
ターズの開催
を通じてス
ポーツボラン
ティア組織を
創出した都道
府県・市区町
村の数

計3件 － 30件

特記事項

なし

No.29

ボランティアの活用に関心がある競技団体が多数存在する中、
その導入方法等への不安から、ボランティアの導入が実現して
いない競技団体が多数存在します。そこでJSPOは、競技団体と
の協働によるモデル事業で得られた知見をもとに、ボランティ
アの新規導入から実際の運営まで、課題や問題点を整理し、加
盟競技団体と経験を共有することにより、スポーツボランティ
アを活用する加盟競技団体を増やします。

総合企画委員
会 A

公募のスポー
ツボランティ
アを活用する
加盟競技団体
の割合

37.1％ 26.3％ 70％

特記事項

なし
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成果目
標No.

成果目標
担当
委員会

進捗状況
自己評価

評価指標 2023年度実績
2022年度実績
（基準値）

最終目標

No.30

JSPOとともに、スポーツによる社会課題の解決に取り組むパー
トナー企業を、さらに充実します。 ブランド戦略

委員会 A
パートナー企
業数

24社 23社 30社

特記事項

なし

No.31

デジタル技術を活用したスポーツDXの推進は、スポーツを「す
る」「みる」「ささえる」の好循環を生み出す可能性がありま
す。 そこでJSPOは、人々が生涯にわたりスポーツとともに、
より豊かな社会生活を送ることができるよう、スポーツDXの推
進を通じ、スポーツの価値提供を実現します。

ブランド戦略
委員会 A

スポーツ・
ヒューマン・
データベース
（SHDB）構築
の準備状況

SHDB基盤の一
部運用開始

ー

SHDBを構築し、
SHDBを活用し
た新たなサー
ビスの提供を
開始する

特記事項

なし

No.32

JSPO自体の認知が行き渡っておらず、実施事業の趣旨、スポー
ツに関する適切な知識および情報の周知・啓発が伝わりにくい
課題があります。そこでJSPOは、安全・安心にスポーツ本来の
“楽しい”“オモシロイ”を享受できる環境を整えるため、
JSPOおよび実施事業の認知を広げ、信頼性を高めることにより、
実施事業への自発的な参画を促進するとともに、より多くの
人々にスポーツに関する適切な知識や情報を広く届けます。

ブランド戦略
委員会 C

JSPOの認知度
および信頼性

●認知度
（高関与層：
39.4％ 中関
与層：35.5％
低関与層：
15.8％）
●信頼できる
24.6％
●好感もてる
8.6％

●認知度
（高関与層：
42％ 中関与
層：34.9％
低関与層：
20.4％）
●信頼できる
26.2％
●好感もてる
10.2％

●認知度
（高関与層：
90％ 中関与
層：85％ 低
関与層：
45％）
●信頼できる
60％
●好感もてる
45％

特記事項

なし

成果目標進捗状況について（2023年度）＜個別＞
※詳細については各成果目標レポートをご覧ください
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